2017年11月９日
一般社団法人公園管理運営士会
公園管理運営士・推薦名簿登録について
－公園管理運営士の活用促進と知名度向上に関する取り組み－
 
１．目的
平成28年5月に国土交通省は、新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公園等のあり方検討会・最終とりまとめを発表した。このなかで、基本的考え方として、緑とオープンスペースの政策は「新たなステージ」へ移行すべきとして、（１）緑とオープンスペースによる都市のリノベーションの推進　（２）より柔軟に都市公園を使いこなすためのプランニングとマネジメントの強化　（３）民との効果的な連携のための仕組みの充実　を重点的な戦略に掲げている。
具体的には、①都市経営の視点からの都市公園マネジメントの推進　②新たなステージを支える人材の育成、活用　③都市公園の品質を確保、評価する仕組み　などが提示されている。
さらには本年6月には都市公園法等が改正施行され、「都市公園の再生・活性化」といった新たな時代迎えたこれからの都市公園等の方向付けがなされた。
これらの施策を確実なものとするためにパークマネジメント業務の中心にいる公園管理運営士の活躍が期待されている。
しかしながら、公園管理運営士に関して関係機関に十分広まっている状況とはまだ言えない。
そこで、公園管理運営士の役割を世の中に知らしめ、適切な人材がいることを示す必要がある。そして、大いに公園管理運営士が活用され、よい実績を残し公園管理運営士の知名度を上げることで、さらに公園管理運営士が活用されるという好循環を図ることとする。
 
２．取り組み事項
（１）公園管理運営士の活用分野を明示する
　　①活用分野の範囲を広げる
　　②ホームページやパンフレット等で活用分野をＰＲする
（２）人材活用要請に応えられる体制と仕組みをつくる
　　①活用すべき人材の推薦名簿を作成する
　　②ホームページに専門の活動分野が分かる人材推薦名簿及び活用に関する問い合せのページを作成する
　　③国、自治体等の人材要請先に人材推薦名簿を提供する
　　④人材活用の問い合わせに応じて、要請先に人材を推薦する
 
３．公園管理運営士人材推薦名簿の作成
公園管理運営士の活用について、さまざまな機関からの要請に応えられる専門の人材推薦名簿を作成する
（1） さまざまな機関からの要請に応えられる専門の人材とは次のものをいう

　　【行政支援】

①公園管理者等からの要請に応える専門的技術を有する相談員、アドバイザーとしての人材
②公園等の活性化等を検討する協議会、委員会等の学識経験者となる人材
③指定管理事業や公民連携事業等の公募条件の策定委員
④指定管理事業や公民連携事業等のプロポーザル事業の選定委員
⑤指定管理事業などの外部評価委員

　　【品質評価】
⑥公園等の管理運営の品質を確保、評価する上で、客観的に品質を評価できる人材

　　【人材育成】
⑦公園等の管理運営に関する講習会、研修会等の講師となる人材

　　【高度で専門的な能力】
⑧公園を活用して魅力的な地域づくり、健康づくり等の社会的課題解決に貢献できる人材
⑨市民との協働による管理運営を促進するための行政と市民をつなぐコーディネーター、ファシリテーターとしての人材
⑩環境教育、レクレェーション、イベント等の利用者サービス・指導等に有能な人　　　材　　
⑪公園等における樹木の安全点検等安全管理に有能な人材
⑫公園のヘッドガーデナーとして有能な人材

⑬スポーツ施設のマネジメントに有能な人材
⑭パークマネジメントプラン作成の中心となり、企画立案できる人材　
⑮公園管理運営に関する国際的展開に対応し、推進することができる人材　

⑯その他
（２）人材 推薦名簿の作成に当たっては、公園管理運営士会に登録委員会を設置する。
（３）登録委員会は、「名簿登録要件」を決定する。
（４） 「名簿登録要件」に該当すると思われる者で、公園管理運営士会各支部からの推薦を受けた者又は公園管理運営士会会員（入会予定者を含む）が自ら推薦を申し出た者を登録委員会で審査し推薦者を決定する。

（５） 支部が推薦する場合は、推薦者の氏名、年齢、連絡先、最終学歴、職業及び公園管理運営の業績、推薦理由等を支部長名で提出する。　　
（６）支部の推薦を受けた者及び公園管理運営士会会員自らが推薦を受けるためには、次の調書を提出し、登録委員会の審査を受ける。　
・推薦候補者調書　（別紙様式）
記載項目：
①氏名、生年月日、年齢、性別、住所（連絡先）
②最終学歴、保有資格
③所属企業または団体等、役職、
④経験年数（公園管理運営に従事した年数及び公園管理運営士認定年数）
⑤スキルアップ講習（次の講習会・研修会を対象とする：公園管理運営士会（支部を含む）が主催、後援、協賛等を行うもの。日本公園緑地協会、公園財団、日本造園修景協会等造園関係団体が主催するもので主として公園の管理運営に関するもの。その他登録認定委員会が承認するもの）の受講又は講師の実績
⑥得意とする専門分野（前記（１）の専門の人材に該当するものを自己申告、複数可）及びその業績を記述したもの
⑦ホームページや要請先からの情報提供について本人の了解（調書の内、本人からの申し出で情報提供して困るものは提供しない）
４．「名簿登録要件」
（１）公園管理運営士会会員又はその予定者であること。
（２）公園管理運営に従事した経験がおおむね10年以上
（３）公園管理運営士認定年数おおむね5年以上
（４）スキルアップ講習の受講実績が最近の1年間で10時間以上（又は造園CPDの取得が１０単位以上）又は、最近の3年間でスキルアップ講習等の講師の実績があること
　　なお、上記要件に該当しない場合でも、登録委員会において同等以上と認めた場合にはこの限りでない。
５．登録委員会メンバー
　田代順孝（千葉大学名誉教授）
　霊山明夫（日本公園緑地協会　常務理事、事務局長）
糸谷正俊（公園管理運営士会会長）　委員長
長谷川清弘（公園管理運営士会専務理事　一般財団法人公園財団　常務理事）
小口健蔵（公園管理運営士会理事・関東支部長、小口健蔵オフィス代表）

森川昌紀（日本造園建設業協会事業委員会人材育成部会長）　
石川　純（ランドスケープコンサルタンツ協会副会長）　　　　順不同
　　　事務局　公園管理運営士会　
６．登録名簿公表の仕組み
（１）ホームページへの掲載

　　　掲載先：公園管理運営士会
　　　掲載内容：地域、氏名、年齢、職業、得意とする専門分野（4，（１）の専門とする分野）
（２）登録名簿を各種団体（国、自治体、公園協会等）への送付

　　　公園緑地協会の機関紙の発行に合わせ送付
　　　掲載内容は上記（１）と同じ

（３）人材活用の要請のあった機関への情報提供

　　　登録者から提出のあった調書の写しを提供（本人が了解した内容）
　　　
７．推薦候補者の募集及び登録委員会の審査回数
　・年１～２回実施する
８．名簿登載者の責務
　　年間活動記録の提出（その年度に活動が無かった場合は提出する必要はない）
９.名簿の有効期限
　・５年とする
　・登録の更新は必要書類を提出し、登録委員会の審議を経て可能となる
１０．登録抹消の規定
　・本人から登録辞退届の提出があった場合、登録を抹消する
　・公園管理運営士会の会員で無くなった場合は、登録を抹消する

１１．スケジュール
１１月　  会員に推薦候補者（調書作成）の募集開始
　1月～2月　人材推薦候補者調書提出締切
１
　3月上旬　登録委員会
　3月下旬　登録名簿発表

１２．人材紹介の流れ
（１）人材推薦名簿をホームページに掲載するほか、国、地方自治体等に人材推薦名簿を送付しＰＲする
（２）各種機関からの人材紹介要請を公園管理運営士会本部事務局で受付け、適任の人材を候補として紹介する
この場合、登録者から提出のあった事前に承諾を得た調書の写しを要請機関に提供する。
（2） 紹介後は、要請機関と本人との協議、任命、契約等により必要任務を果たす。
２
